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解
説

消
防
庁
は
４
月
１
日
、
「
市
町

村
の
消
防
の
広
域
化
に
関
す
る
基

本
指
針
の
改
正
」
を
公
表
し
た
。

改
正
は
消
防
審
議
会

解
説

（

）

の
中
間
報
告
を
踏
ま
え
た
も
の
。

１８
年
に
制
定
さ
れ
た
基
本
指
針
で

は
、
消
防
本
部
の
規
模
を
管
轄
人

口
の
観
点
か
ら
概
ね
「
３０
万
以
上

規
模
」
が
目
標
と
さ
れ
て
い
た
。

今
回
の
改
正
で
は
地
域
の
実
情
を

考
慮
す
る
必
要
が
あ
る
と
し
、
規

模
目
標
を
柔
軟
化
。
広
域
化
の
実

現
期
間
も
平
成
３０
年
４
月
１
日
ま

で
と
し
、
今
年
度
か
ら
５
年
程
度

延
長
す
る
�
左
表
参
照
。
改
正
は

４
月
１
日
に
公
示
さ
れ
た
。

平
成
２５
年
度
に
入
り
、
地
方
議

会
議
長
会
の
定
期
総
会
が
順
次
、

開
催
さ
れ
て
い
る
。
全
国
９
地
方

議
長
会
の
先
陣
を
切
り
北
信
越
議

会
議
長
会
が
４
月
４
日
、
富
山
市

で
第
８８
回
定
期
総
会
を
開
催
。
新

会
長
に
原
田
佳
津
広
・
富
山
市
議

会
議
長
を
選
出
し
た
ほ
か
、
５
月

２２
日
に
開
催
さ
れ
る
全
国
市
議
会

議
長
会
の
第
８９
回
定
期
総
会
へ
、

部
会
提
出
議
案
と
し
て
上
程
さ
れ

る
要
望
案
な
ど
を
審
議
し
た
。
全

国
に
は
北
信
越
の
ほ
か
▽
北
海
道

▽
東
北
▽
関
東
▽
東
海
▽
近
畿
▽

中
国
▽
四
国
▽
九
州
―
の
地
方
議

長
会
が
組
織
さ
れ
て
い
る
。

小小
規規
模模
なな
消消
防防
本本
部部
はは
６６
割割

今
回
の
改
正
は
、
基
本
指
針
の

制
定
後
も
広
域
化
の
進
捗
が
十
分

に
図
ら
れ
な
か
っ
た
経
緯
に
因

む
。
消
防
庁
が
２４
年
１１
月
に
公
表

し
た
「
全
国
の
消
防
広
域
化
の
取

組
状
況
等
に
つ
い
て
」
で
は
２４
年

４
月
１
日
現
在
、
全
国
の
消
防
本

部
数
７
９
１
本
部
の
う
ち
、
管
轄

人
口
１０
万
人
未
満
の
小
規
模
な
消

防
本
部
が
４
７
８
本
部
。
全
消
防

本
部
数
の
約
６
割
を
占
め
る
な

ど
、
広
域
化
の
進
捗
は
未
だ
十
分

と
は
言
え
な
い
。
加
え
て
、
東
日

本
大
震
災
の
教
訓
な
ど
を
踏
ま
え

る
と
、
広
域
化
の
推
進
に
よ
る
消

防
防
災
体
制
の
整
備
は
喫
緊
の
課

題
と
し
て
挙
げ
ら
れ
る
。

大
規
模
災
害
に
対
し
小
規
模
消

防
本
部
で
は
、
財
政
基
盤
や
人

員
、
施
設
、
装
備
な
ど
に
限
界
が

あ
り
、
高
度
な
消
防
サ
ー
ビ
ス
の

提
供
は
困
難
な
場
合
が
あ
る
。
消

防
庁
は
広
域
化
で
▽
災
害
発
生
時

に
お
け
る
初
動
体
制
の
強
化
▽
統

一
的
な
指
揮
の
下
で
の
効
果
的
な

部
隊
運
用
▽
本
部
機
能
統
合
等
の

効
率
化
に
よ
る
現
場
活
動
要
員
の

増
強
▽
財
政
規
模
の
拡
大
に
伴
う

高
度
な
資
機
材
の
計
画
的
な
整
備

―
な
ど
、
消
防
防
災
体
制
の
強
化

が
期
待
で
き
る
と
し
て
い
る
。

【
消
防
審
議
会
】
昭
和
３４
年

に
設
置
さ
れ
た
消
防
庁
長
官

の

諮

問

機

関
。
２４
年
３
月
１６
日

か

ら
は
「
東
日
本
大
震
災
を
は
じ
め

と
し
た
大
規
模
・
多
様
化
す
る
災

害
等
へ
の
消
防
の
広
域
的
な
対
応

の
あ
り
方
」
を
テ
ー
マ
に
議
論
を

重
ね
て
き
た
。
今
回
の
改
正
は
同

審
議
会
が
９
月
７
日
に
取
り
ま
と

め
た
中
間
報
告
を
踏
ま
え
た
も
の
。

橋
川
宏
彰
氏
（
鹿
島
市
議
会
議

長
）４

月
７
日
逝
去
、
６５
歳
。
葬
儀

は
４
月
９
日
、
鹿
島
市
内
で
執
り

行
わ
れ
た
。
喪
主
は
妻
の
厚
子
さ

ん
。

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1865号４月１５日平成25年
（2013年）

市町村消防の広域化
基本指針の改正示す
総務省消防庁―�月�日付け

北
信
越
議
長
会
が
定
期
総
会

現行の基本指針

おおむね３０万以上の規
模を一つの目標とする
ことが適当

（広域化対象市町村）
都道府県が消防の現
況、将来の見通しを勘
案し、広域化を推進す
る必要があるものとし
て推進計画に位置づけ
る市町村

平成２４年度末

基本指針（改正案）

広域化対象市町村の組
合せを検討する際に
は、３０万の規模目標に
は必ずしもとらわれ
ず、これらの地域の事
情を十分に考慮する必
要がある。

（消防広域化重点地域）
広域化対象市町村の組
合せを構成する市町村
からなる地域のうち、
広域化の取組を先行し
て重点的に取り組む必
要があるものとして次
に該当すると認めるも
のを都道府県知事が指
定、国・都道府県の支
援を集中的に実施。
�今後、十分な消防防
災体制が確保できな
いおそれがある市町
村を含む地域
�広域化の気運が高い
地域

平成３０年４月１日
（５年程度延長）

項目

広域化する
際に目標と
する消防本
部の管轄人
口規模

国・都道府
県が支援の
対象とする
地域

広域化の
実現の期限 原田佳津広・北信越

議長会会長（富山市）

（１） 平成２５年４月１５日 第１８６５号



国 地方

平成25年度地方交付税の姿

17.1兆円　対㉔当初△0.4 兆円

交付税特別会計

※剰余金の活用　　　　0.5 兆円
※特会借入の
　利払い　　　　　　△0.2 兆円
※特会借入の
　元金償還　　　　　△0.1 兆円
※前年度から
　の繰越金　　　　　　0.5 兆円
※機構準備金
　の活用　　　　　　　0.4 兆円

1.0兆円　対㉓当初+0.0 兆円

国の一般会計

交付税法定率分
　　　　　　11.1 兆円

・法定加算等　　　　　0.5 兆円
・別枠の加算　　　　　1.1 兆円
・臨時財政対策加算　　3.8 兆円

一般会計からの加算等
　　　　　　 5.4 兆円

16.5兆円　対㉓当初+0.1 兆円

㉕当初

（参考）㉔当初

地財計画ベースの交付税

地財計画ベースの交付税

国の一般会計

16.3兆円　対㉔当初△0.2 兆円
交付税法定率分
　　　　11.2 兆円

・法定加算等　　　　0.4 兆円
・別枠の加算　　　　1.0 兆円
・臨時財政対策加算　3.6 兆円 

一般会計からの加算等
　　　　 5.0 兆円

交付税特別会計

※剰余金の活用　　　0.2 兆円
※特会借入の
　利払い　　　　　△0.2 兆円
※特会借入の
　元金償還　　　　△0.1 兆円
※前年度から
　の繰越金　　　　　0.2 兆円
※機構準備金
　の活用　　　　　　0.7 兆円

0.8兆円　対㉔当初△0.2 兆円

17.5兆円　対㉓当初+0.1 兆円

本
紙
で
は
、
前
号
に
当
た
る
第
１
８
６
３
・
６
４
号
を
初
回
と
し
て
、
本
会
委
員
会
の
平
成
２４
年
度
に

お
け
る
活
動
結
果
に
つ
い
て
概
要
を
連
載
で
紹
介
し
て
い
る
。
前
号
で
は
地
方
行
政
委
員
会
の
要
請
活
動

を
取
り
上
げ
、
成
果
の
概
要
に
つ
い
て
紹
介
し
た
。
今
号
で
は
地
方
財
政
委
員
会
と
社
会
文
教
委
員
会
を

取
り
上
げ
、
２
委
員
会
が
取
り
組
ん
で
き
た
要
請
活
動
の
成
果
に
つ
い
て
概
要
を
紹
介
す
る
。
な
お
、
次

号
は
連
載
の
最
終
回
と
し
て
、
産
業
経
済
委
員
会
と
建
設
運
輸
委
員
会
に
お
け
る
活
動
成
果
を
紹
介
す
る
。

地
方
財
政
委
員
会
が
取
り
組
ん
で
き
た
要
望
の
柱
は
▽
地
方
一
般

財
源
総
額
の
確
保
▽
都
市
税
源
の
充
実
確
保
等
―
な
ど
５
本
。
う
ち

「
地
方
一
般
財
源
総
額
の
確
保
」
で
は
、
地
方
交
付
税
の
増
額
に
よ

る
一
般
財
源
総
額
の
確
保
な
ど
を
求
め
た
結
果
、
自
治
体
へ
実
際
に

交
付
さ
れ
る
出
口
ベ
ー
ス
の
交
付
税
は
対
前
年
度
比
３
９
２
１
億
円

減
の
１７
兆
６
２
４
億
円
と
な
っ
た
が
、
一
般
財
源
の
総
額
で
は
対
前

年
度
比
１
２
８
５
億
円
増
の
５９
兆
７
５
２
６
億
円
が
確
保
さ
れ
た
。

１
、
地
方
一
般
財
源
総
額
の
確
保

本
年
１
月
、
麻
生
財
務
相
と
新

藤
総
務
相
の
地
財
決
着
に
よ
り
、

平
成
２５
年
度
地
方
財
政
の
姿
が
示

さ
れ
た
。
３
月
５
日
に
は
若
干
の

修
正
を
加
え
た
の
ち
、
２５
年
度
地

方
財
政
計
画
と
し
て
閣
議
決
定
さ

れ
て
お
り
、
こ
の
地
財
計
画
は
内

閣
に
よ
り
国
会
へ
提
出
さ
れ
る
。

地
財
計
画
は
「
通
常
収
支
分
」

「
東
日
本
大
震
災
分
」
で
構
成
。

う
ち
通
常
収
支
分
で
は
、
歳
入
歳

出
の
規
模
が
対
前
年
度
比
５
０
７

億
円
増
の
８１
兆
９
１
５
４
億
円
。

一
般
財
源
総
額
は
、
対
前
年
度
比

１
２
８
５
億
円
増
の
５９
兆
７
５
２

６
億
円
が
確
保
さ
れ
た
。

一
般
財
源
総
額
の
内
訳
は
▽
地

方
税
�
３４
兆
１
７
５
億
円
（
対
前

年
度
比
３
６
０
６
億
円
増
）
▽
地

方
譲
与
税
�
２
兆
３
４
７
０
億
円

（
同
８
５
５
億
円
増
）
▽
地
方
特

例
交
付
金
�
１
２
５
５
億
円
（
同

２０
億
円
減
）
▽
地
方
交
付
税
�
１７

兆
６
２
４
億
円
（
同
３
９
２
１
億

円
減
）
▽
臨
時
財
政
対
策
債
�
６

兆
２
１
３
２
億
円
（
同
７
９
９
億

円
増
）
▽
全
国
防
災
事
業
一
般
財

源
充
当
分
�
マ
イ
ナ
ス
１
３
０
億

円
（
２４
年
度
は
マ
イ
ナ
ス
９６
億

円
）
。
全
国
防
災
事
業
一
般
財
源

充
当
分
の
１
３
０
億
円
は
、
東
日

本
大
震
災
分
の
う
ち
「
全
国
防
災

事
業
」
の
歳
入
に
繰
り
入
れ
ら
れ

て
い
る
。
歳
入
合
計
に
占
め
る
一

般
財
源
比
率
は
２４
年
度
か
ら
０
・

１
ポ
イ

ン
ト

増
加
し
６５
・
４
％
。

特
に
今
回
の
地
財
計
画
で
は
、

地地
方方
財財
政政
委委
員員
会会

【
３
面
へ
続
く
】

拝
啓貴

職
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、

地
域
の
発
展
と
住
民
の
福
祉
の

た
め
日
夜
尽
力
さ
れ
て
い
る
こ

と
に
つ
い
て
感
謝
申
し
あ
げ
ま

す
。さ

て
、
政
府
に
お
き
ま
し
て

は
、
こ
の
た
び
公
務
員
の
給
与

改
定
に
関
す
る
取
扱
い
に
つ
い

て
閣
議
決
定
い
た
し
ま
し
た
。

そ
の
中
で
は
、
国
家
公
務
員
の

給
与
減
額
支
給
措
置
を
踏
ま

え
、
各
地
方
公
共
団
体
に
お
い

て
速
や
か
に
国
に
準
じ
て
必
要

な
措
置
を
講
ず
る
よ
う
要
請
す

る
こ
と
と
し
て
お
り
ま
す
。

地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
、

こ
れ
ま
で
独
自
の
給
与
削
減
や

定
員
削
減
な
ど
の
行
財
政
改
革

の
取
組
が
進
め
ら
れ
て
き
た
こ

と
に
つ
い
て
は
、
私
と
し
て
も

十
分
に
理
解
し
て
お
り
、
心
か

ら
敬
意
を
表
し
ま
す
。

今
回
の
要
請
は
、
単
に
「
地

方
公
務
員
の
給
与
が
高
い
か

ら
」
、
あ
る
い
は
、
単
に
「
国

の
財
政
状
況
が
厳
し
い
か
ら
」

行
う
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

現
下
の
最
大
の
使
命
で
あ
る

「
日
本
の
再
生
」
に
向
け
て
、

国
と
地
方
が
一
丸
と
な
っ
て
あ

ら
ゆ
る
努
力
を
結
集
す
る
必
要

が
あ
る
中
、
当
面
の
対
応
策
と

し
て
、
平
成
２５
年
度
に
限
っ

て
、
緊
急
に
お
願
い
す
る
も
の

で
あ
り
ま
す
。
な
お
、
今
後
の

国
・
地
方
の
公
務
員
給
与
の
在

り
方
に
つ
い
て
は
、
地
方
の
参

画
も
得
て
検
討
し
て
い
き
た
い

と
考
え
て
お
り
ま
す
。

東
日
本
大
震
災
の
記
憶
も
新

し
い
今
、
防
災
・
減
災
事
業
に

積
極
的
に
取
り
組
む
と
と
も

に
、
長
引
く
景
気
の
低
迷
を
受

け
て
、
地
域
経
済
の
活
性
化
を

図
る
こ
と
が
喫
緊
の
課
題
と
な

っ
て
お
り
、
こ
れ
を
さ
ら
に
加

速
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
。

ま
た
、
今
後
、
負
担
増
を
お

願
い
す
る
こ
と
と
な
る
消
費
税

に
つ
い
て
国
民
の
理
解
を
得
て

い
く
た
め
に
は
、
ま
ず
は
公
務

員
が
先
頭
に
立
っ
て
、
「
隗
よ

り
始
め
よ
」
の
精
神
で
さ
ら
な

る
行
財
政
改
革
に
取
り
組
む
姿

勢
を
示
す
こ
と
が
重
要
だ
と
考

え
て
お
り
ま
す
。

あ
な
た
様
に
は
、
大
変
ご
苦

労
を
お
か
け
す
る
こ
と
と
な
り

ま
す
が
、
こ
の
局
面
を
乗
り
越

え
た
そ
の
先
に
あ
る
「
元
気
な

日
本
の
再
生
」
に
向
け
、
ど
う

ぞ
よ
ろ
し
く
お
願
い
申
し
あ
げ

ま
す
。

時
節
柄
、
ご
自
愛
の
ほ
ど
お

祈
り
致
し
ま
す
。

敬
具

平
成
２５
年
１
月
２８
日

総
務
大
臣

都
知
府
県
知
事

殿

（
※
都
道
府
県
議
会
議
長
、
市

区
町
村
長
、
市
区
町
村
議
会
議

長
に
対
す
る
も
の
も
同
内
容
）

２４年度

本本

会会

委委

員員

会会

活活
動動
結結
果果
のの
概概
要要
〈２〉

第１８６５号 平成２５年４月１５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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自動車取得税・自動車重量税と地方財政

平成24年度
（予算・地財ベース）

（参考）
平成19年度決算

（エコカー減税導入前）

自動車重量税
（国税）

自動車取得税
（都道府県税）

7,032億円
407/1,000

95/100×7/10
+（指定市管理の
国県道分） 【（都道府県分

2,068億円

計9,100億円

⑲決算　15,345億円

地方財源
（うち都道府県分）
（うち市町村分）

4,952億円  
557億円）
4,375億円）

　　計　7,939億円  
（1,287億円）
（6,652億円）

（市町村分）

（市町村分）

577億円】

2,884億円

1,491億円

【1,287億円】

3,692億円

2,960億円

〈自動車重量譲与税〉〈自動車重量譲与税〉

〈自動車取得税交付金〉〈自動車取得税交付金〉

〈自動車重量譲与税〉

〈自動車取得税交付金〉

○　自動車重量税及び自動車取得税の収入のうち、半分強（5,000億円）は、
　地方の財源（特に市町村にとって貴重な安定財源）。

≪市町村の税収に占める償却資産課税の割合≫
【市町村税収全体】
202,901 億円 土地

17.1％
34,762億円

構築物　16.7％
2,705 億円

工具・器具及び備品　13.2％
2,142 億円

大臣・知事配分資産　32.9％
5,326 億円

その他　その他　1.1％
173173 億円億円

その他　1.1％
173 億円

固定資産税
43.7％

88,649 億円

家屋
18.9％

37,816 億円

償却資産
7.9％

16,072 億円

個人市町村民税
33.5％

67,950 億円法人市町村民税
9.6％

19,535 億円

その他
7.0％

14,212 億円

都市計画税
6.2％

12,555 億円
機械及び装置　36.1％

5,837 億円

本
年
７
月
か
ら
自
治
体
で
公
務
員

給
与
費
が
削
減
さ
れ
る
こ
と
を
前

提
に
、
全
国
防
災
事
業
費
へ
９
７

３
億
円
、
緊
急
防
災
・
減
災
事
業

費
へ
４
５
５
０
億
円
、
地
域
の
元

気
づ
く
り
事
業
費
へ
３
０
０
０
億

円
が
計
上
さ
れ
た
。
地
財
計
画
上

の
削
減
額
は
８
５
０
４
億
円
。

【
２
面
か
ら
続
く
】

２
、
都
市
税
源
の
充
実
確
保
等

１
月
２４
日
に
与
党
税
制
改
正
大

綱
が
決
定
さ
れ
た
の
ち
、
１
月
２９

日
に
は
政
府
が
２５
年
度
税
制
改
正

大
綱
を
閣
議
決
定
し
た
。
大
綱
は

税
制
関
連
法
案
と
し
て
形
を
変
え

た
の
ち
、
３
月
１
日
の
閣
議
決
定

を
経
て
国
会
へ
提
出
さ
れ
、
法
案

は
３
月
２９
日
の
参
議
院
本
会
議
で

可
決
、
成
立
し
て
い
る
。

２５
年
度
の
税
制
改
正
大
綱
で
焦

点
と
な
っ
た
項
目
の
１
つ
が
車
体

課
税
の
取
扱
い
。
「
自
動
車
取
得

税
」
「
自
動
車
重
量
税
」
の
廃
止

要
望
が
業
界
団
体
な
ど
か
ら
出
さ

れ
、
廃
止
の
是
非
を
巡
る
議
論
の

行
方
に
注
目
が
集
ま
っ
て
い
た
。

自
動
車
関
係
２
税
は
、
収
入
額

の
半
分
強
が
地
方
の
財
源
と
し
て

活
用
さ
れ
て
い
る
。
２４
年
度
で
は

２
税
の
合
計
額
９
１
０
０
億
円
の

う
ち
、
実
に
４
３
７
５
億
円
に
も

及
ぶ
税
収
額
が
市
町
村
へ
配
分
さ

れ
て
お
り
、
市
町
村
に
と
っ
て
貴

重
な
安
定
財
源
と
な
っ
て
い
る
。

地
財
委
の
活
動
を
は
じ
め
本
会

で
は
、
税
制
改
正
の
議
論
に
「
自

動
車
関
係
２
税
の
廃
止
」
が
浮
上

し
た
段
階
か
ら
、
廃
止
反
対
の
姿

勢
を
表
明
。
与
党
大
綱
が
決
定
さ

れ
た
１
月
２４
日
に
は
地
方
六
団
体

の
会
長
連
名
で
共
同
声
明
�
本
紙

第
１
８
５
８
号
３
面
掲
載
�
を
発

表
す
る
な
ど
、
精
力
的
に
廃
止
反

対
の
姿
勢
を
打
ち
出
し
て
い
た
。

与
党
大
綱
で
は
、
２
税
の
最
終

的
な
取
り
扱
い
を
２６
年
度
税
制
改

正
の
議
論
へ
先
送
り
し
た
が
、
う

ち
取
得
税
に
つ
い
て
は
段
階
的
に

縮
小
し
た
の
ち
廃
止
す
る
方
針
を

掲
げ
て
い
る
。
政
府
大
綱
で
は
２

税
の
取
り
扱
い
に
つ
い
て
触
れ
ら

れ
な
か
っ
た
も
の
の
、
２６
年
度
改

正
で
は
、
与
党
大
綱
を
踏
ま
え
何

ら
か
の
方
向
性
を
打
ち
出
す
可
能

性
が
否
定
で
き
な
い
。

「
機
会
及
び
装
置
」
な
ど
固
定

資
産
税
の
減
税
要
望
に
対
す
る
結

論
は
、
現
状
維
持
と
さ
れ
た
。

３
、
地
方
債
資
金
の
確
保
等

２５
年
度
地
方
債
計
画
の
う
ち
、

通
常
収
支
分
の
総
額
は
１３
兆
３
７

０
８
億
円
、
前
年
度
に
比
べ
１
６

８
８
億
円
の
増
と
な
っ
た
。
通
常

収
支
分
の
う
ち
、
普
通
会
計
分
は

対
前
年
度
比
１
３
７
億
円
減
の
１１

兆
１
５
１
７
億
円
、
公
営
企
業
会

計
分
は
対
前
年
度
比
１
５
５
１
億

円
減
の
２
兆
２
１
９
１
億
円
。

同
計
画
の
う
ち
東
日
本
大
震
災

分
は
「
復
旧
・
復
興
事
業
」
「
全

国
防
災
事
業
」
の
２
つ
で
構
成
さ

れ
て
い
る
。
復
旧
・
復
興
事
業
の

総
額
は
２
１
９
７
億
円
、
前
年
度

に
比
べ
１
８
３
８
億
円
の
増
。
全

国
防
災
事
業
の
総
額
は
９
７
３
億

円
、
前
年
度
に
比
べ
３
５
７
３
億

円
の
減
と
な
っ
た
。
２
つ
の
収
支

分
を
合
算
し
た
場
合
に
つ
い
て

は
、
総

額

が
１３
兆
６
８
７
８
億

円
、
前
年
度
に
比
べ
３
４
２
３
億

円
の
減
と
な
っ
た
。

総
務
省
に
よ
れ
ば
極
め
て
厳
し

い
地
方
財
政
の
状
況
下
、
所
要
の

地
方
債
資
金
の
確
保
を
図
る
と
と

も
に
、
震
災
関
連
の
所
要
額
を
全

て
公
的
資
金
で
確
保
す
る
観
点
か

ら
策
定
を
図
っ
た
と
し
て
い
る
。

４
、
地
方
公
営
企
業
に
対
す
る
財

政
措
置
の
充
実
強
化

２５
年
度
地
方
債
計
画
に
計
上
さ

れ
た
通
常
収
支
分
の
公
営
企
業
債

総
額
は
２
兆
３
１
７
０
億
円
で
、

前
年
度
と
比
べ
１
２
６
２
億
円
の

減
。
東
日
本
大
震
災
分
と
合
算
す

る
と
２
兆
３
２
０
０
億
円
、
前
年

度
と
比
べ
１
６
４
９
億
円
の
減
と

な
っ
た
。
合
算
額
に
よ
る
公
営
企

業
債
の
内
訳
は
▽
水
道
事
業
�
３

６
３
９
億
円
（
対
前
年
度
比
２
２

３
億
円
減
）
▽
工
業
用
水
道
事
業

�
２
５
０
億
円
（
同
２７
億
円
減
）

▽
交

通

事

業
�
１
９
０
２
億

円

（
同
４
５
４
億
円
減
）
―
な
ど
。

５
、
国
庫
補
助
負
担
金
改
革

１
月
１１
日
の
閣
議
決
定
に
よ

り
、
地
域
自
主
戦
略
交
付
金
が
２５

年
度
か
ら
廃
止
さ
れ
、
各
省
庁
の

交
付
金
等
へ
移
行
さ
れ
る
こ
と
と

な
っ
た
。
移
行
に
当
た
っ
て
は
、

事
務
手
続
き
の
簡
素
化
な
ど
各
省

庁
の
交
付
金
等
に
つ
い
て
運
用
改

善
が
図
ら
れ
る
。

地
域
自
主
戦
略
交
付
金
は
前
政

権
下
、
２３
年
度
に
都
道
府
県
分
を

対
象
と
し
創
設
さ
れ
た
。
２４
年
度

に
は
対
象
事
業
を
拡
大
し
た
う
え

増
額
し
、
交
付
対
象
も
政
令
指
定

都
市
に
ま
で
拡
大
し
た
。
対
象
事

業
は
８
府
省
１８
事
業
。
従
来
の
補

助
事
業
の
一
部
を
内
閣
府
予
算
に

一
括
計
上
し
、
各
府
省
の
所
管
に

捕
ら
わ
れ
る
こ
と
な
く
自
治
体
が

選
択
し
た
事
業
へ
、
交
付
金
を
交

付
す
る
仕
組
み
だ
っ
た
。
２４
年
度

の
交
付
実
績
は
６
７
５
４
億
円
。

２５
年
度
は
、
地
域
自
主
戦
略
交

付
金
対
象
事
業
の
活
用
実
績
を
踏

ま
え
つ
つ
継
続
事
業
の
着
実
な
実

施
の
た
め
、
各
省
庁
が
必
要
な
措

置
を
講
じ
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

（３） 平成２５年４月１５日 第１８６５号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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（
市
町
村
）

（
市
町
村
）

普
通
交
付

普
通
交
付
税　

90
％

実
費
徴
収

10
％

※
上
記
の
関
係
法
令
の
改
正
に
よ
り
、

　

既
存
定
期
接
種
ワ
ク
チ
ン
の
財
政
措
置
も
見
直
し
。

※
予
防
接
種
法
改
正
法
案
を

　

H
25
通
常
国
会
に
提
出
予
定

子
宮
頸
が
ん
等
３
ワ
ク
チ
ン
の
法
定
定
期
接
種
化
（
恒
久
化
）

（
市
町
村
）

（
市
町
村
）

普
通
交
付

普
通
交
付
税　

45
％

実
費
徴
収

10
％

〈
H
24
年
度
〉○
子
宮
頸
が
ん
等
３
ワ
ク
チ
ン
分
（
予
防
接
種
法
対
象
外
）

（
都
道
府
県
基
金
）〈
全
額
国
費
で
造
成
〉

（
都
道
府
県
基
金
）〈
全
額
国
費
で
造
成
〉

基
金
補
助

基
金
補
助
金　

45
％

（
市
町
村
）

（
市
町
村
）

普
通
交
付

普
通
交
付
税　

20
％

（
市
町
村
）

普
通
交
付
税　

90
％

（
市
町
村
）

普
通
交
付
税　

45
％

（
都
道
府
県
基
金
）〈
全
額
国
費
で
造
成
〉

基
金
補
助
金　

45
％

（
市
町
村
）

普
通
交
付
税　

20
％

実
費
徴
収　

80
％

〈
H
24
年
度
〉○
予
防
接
種
法
に
基
づ
く
既
存
定
期
接
種
ワ
ク
チ
ン
〈
一
類
疾
病
分
〉

公
費
負
担
対
象
者
率　

90
％

公
費
負
担
対
象
者
率　

90
％

公
費
負
担
対
象
者
率　

20
％

〈
H
25
年
度
〜
〉

１
�
地
域
医
療
施
策

医
師
不
足
・
偏
在
対
策
と
し
て

２５
年
度
は
、
医
学
部
入
学
定
員
数

を
前
年
度
か
ら
５０
人
増
や
し
、
９

０
４
１
人
と
さ
れ
た
。
ま
た
、
２５

年
度
に
つ
い
て
は
２２
年
度
か
ら
２４

年
度
と
同
様
、
地
域
の
医
師
確
保

等
の
観
点
か
ら
、
緊
急
臨
時
的
な

増
員
の
枠
組
み
が
認
め
ら
れ
る
。

２５
年
度
も
継
続
し
て
認
め
ら
れ

る
こ
と
と
な
っ
た
枠
組
み
は
「
地

域
枠
」
「
研
究
医
枠
」
「
歯
科
部

振
替
枠
」
の
３
つ
。
う
ち
地
域
枠

で
は
、
地
域
医
療
へ
の
従
事
を
条

件
と
し
た
奨
学
金
や
、
選
抜
枠
の

設
定
を
行
う
大
学
の
入
学
定
員
に

つ
い
て
増
員
が
認
め
ら
れ
る
。
２５

年
度
の
増
員
数
は
３９
人
。
研
究
医

枠
で
は
複
数
大
学
の
連
携
に
よ

り
、
研
究
医
養
成
の
拠
点
を
形
成

す
る
大
学
に
対
し
、
入
学
定
員
の

増
員
が
認
め
ら
れ
る
。
２５
年
度
の

増
員
数
は
９
人
。
歯
科
部
振
替
枠

に
つ
い
て
は
、
歯
学
部
入
学
定
員

を
減
員
す
る
大
学
に
対
し
、
医
学

部
入
学
定
員
の
増
員
が
認
め
ら
れ

る
。
２５
年
度
の
増
員
数
は
２
人
。

救
急
医
療
の
確
保
・
充
実
に
つ

い
て
は
、
重
篤
な
救
急
患
者
を
２４

時
間
体
制
で
受
け
入
れ
る
「
救
命

救
急
セ
ン
タ
ー
」
へ
の
財
政
支
援

が
講
じ
ら
れ
る
。
へ
き
地
・
離
島

患
者
の
輸
送
支
援
も
予
算
措
置
さ

れ
、
新
規
事
業
と
し
て
３
４
０
０

万
円
が
計
上
さ
れ
た
。

２
�
保
健
衛
生
施
策
等

「
子
宮
頸
が
ん
予
防
ワ
ク
チ

ン
」
「
ヒ
ブ
ワ
ク
チ
ン
」
「
小
児

用
肺
炎
球
菌
ワ
ク
チ
ン
」
そ
れ
ぞ

れ
の
定
期
接
種
化
や
十
分
な
財
政

支
援
措
置
を
求
め
て
き
た
結
果
、

３
ワ
ク
チ
ン
の
接
種
費
用
に
つ
い

て
普
通
交
付
税
措
置
の
拡
充
が
図

ら
れ
る
。
２４
年
度
ま
で
は
、
普
通

交
付
税
が
４５
％
、
全
額
国
費
で
造

成
さ
れ
る
都
道
府
県
の
基
金
補
助

金
が
４５
％
、
実
費
徴
収
が
１０
％
。

２５
年
度
か
ら
は
９０
％
が
普
通
交
付

税
で
措
置
さ
れ
る
。
財
源
に
は
２２

年
度
の
税
制
改
正
で
生
じ
た
「
住

民
税
の
年
少
扶
養
控
除
廃
止
」
に

伴
う
追
加
増
収
分
が
充
て
ら
れ
る
。

あ
わ
せ
て
既
存
の
予
防
接
種
法

に
基
づ
く
定
期
接
種
ワ
ク
チ
ン
に

つ
い
て
も
、
普
通
交
付
税
措
置
が

拡
充
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
対

象
は
、
予
防
接
種
法
で
接
種
の
努

力
義
務
を
課
す
一
類
疾
病
分
。
２４

年
度
ま
で
は
、
普
通
交
付
税
が
２０

％
、
実
費
徴
収
が
８０
％
と
さ
れ
て

い
た
。
２５
年
度
か
ら
は
３
ワ
ク
チ

ン
と
同
様
、
９０
％
の
普
通
交
付
税

措
置
が
講
じ
ら
れ
る
。

社
会
文
教
委
員
会
が
取
り
組
ん
で
き
た
要
望
の
柱
は
▽
地
域
医
療

施
策
▽
保
健
衛
生
施
策
等
▽
医
療
保
険
制
度
▽
介
護
保
険
制
度
▽
少

子
化
対
策
等
▽
雇
用
対
策
▽
社
会
福
祉
施
策
▽
環
境
保
全
施
策
▽
文

教
施
策
―
の
９
本
。
う
ち
「
保
健
衛
生
施
策
等
」
で
は
、
３
ワ
ク
チ

ン
（
ヒ
ブ
、
小
児
用
肺
炎
球
菌
、
子
宮
頸
が
ん
予
防
）
の
接
種
費
用

に
、
平
成
２５
年
度
か
ら
９０
％
の
普
通
交
付
税
措
置
が
講
じ
ら
れ
る
。

社社
会会
文文
教教
委委
員員
会会

○ 三次救急医療機関については、着実に増加している。
○ 二次救急医療機関については、ほぼ同一水準で推移しており、救急利用の増
加に対応していない。

３
�
医
療
保
険
制
度

２４
年
４
月
５
日
に
国
民
健
康
保

険
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
が

成
立
し
、
国
保
の
財
政
基
盤
強
化

策
が
恒
久
化
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ

た
。
２２
年
度
か
ら
２５
年
度
ま
で
の

暫
定
措
置
と
さ
れ
て
い
た
措
置
が

２７
年
度
か
ら
恒
久
化
さ
れ
る
ほ

か
、
恒
久
化
さ
れ
る
ま
で
の
期
間

に
空
白
が
生
じ
な
い
よ
う
暫
定
措

置
は
２６
年
度
ま
で
延
長
さ
れ
る
。

現
時
点
で
講
じ
ら
れ
て
い
る
措

置
が
「
高
額
医
療
費
共
同
事
業
」

「
保
険
財
政
共
同
安
定
化
事
業
」
。

高
額
医
療
費
共
同
事
業
で
は
、
１

件
あ
た
り
８０
万
円
超
の
高
額
医
療

費
を
都
道
府
県
内
の
全
市
町
村
が

拠
出
す
る
こ
と
で
、
各
市
町
村
の

単
年
度
負
担
の
変
動
を
緩
和
し
て

い
る
。
保
険
財
政
共
同
安
定
化
事

業
で
は
、
１
件
あ
た
り
３０
万
円
超

の
医
療
費
を
都
道
府
県
内
の
全
市

町
村
で
拠
出
し
て
い
る
。
２７
年
度

か
ら
は
、
事
業
対
象
を
全
て
の
医

療
費
に
拡
大
す
る
財
政
運
営
の
都

道
府
県
単
位
化
が
推
進
さ
れ
、
財

政
基
盤
の
強
化
が
図
ら
れ
る
。

４
�
介
護
保
険
制
度

地
域
で
の
介
護
基
盤
の
整
備
で

は
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
実

現
に
向
け
、
高
齢
者
が
住
み
慣
れ

た
地
域
で
の
在
宅
生
活
を
継
続
で

き
る
よ
う
「
定
期
巡
回
・
随
時
対

応
サ
ー
ビ
ス
」
「
複
合
型
サ
ー
ビ

ス
事
業
所
な
ど
を
開
設
す
る
際
の

備
品
」
な
ど
の
必
要
経
費
に
財
政

支
援
が
講
じ
ら
れ
る
。
厚
生
労
働

省
の
２５
年
度
予
算
計
上
額
は
、
対

前
年
度
比
６
億
円
減
の
５１
億
円
。

ま
た
、
２４
年
度
末
で
期
限
切
れ

を
迎
え
る
予
定
だ
っ
た
「
介
護
基

盤
緊
急
整
備
等
臨
時
特
例
基
金
」

が
再
延
長
さ
れ
、
２５
年
度
末
ま
で

講
じ
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
対

象
は
�
介
護
基
盤
の
緊
急
整
備
特

別
対
策
事
業
�
既
存
施
設
の
ス
プ

リ
ン
ク
ラ
ー
等
整
備
特
別
対
策
事

【
５
面
へ
続
く
】

救急医療体制の整備状況の推移

２４年

２４９

３，２５９

（３９８）

５５６

６３０

２３年

２３５

３，３０５

（４０９）

５５３

６３２

２２年

２２１

３，２３１

（４０７）

５２９

６３６

２１年

２１４

３，２０１

（４０１）

５２１

６４３

２０年

２０８

３，１７５

（４０５）

５１６

６４１

１９年

２０１

３，１５３

（４０８）

５１１

６５４

１８年

１８９

３，２１４

（４１１）

５０８

６６６

救命救急センター
（施設数）

入院を要する
救急医療施設
（施設数）

（地区数）

休日夜間急患
センター
（施設数）

在宅当番医制
（実施地区数）

三次救急
（救命救急）

二次救急
（入院を要
する救急）

初期救急

（各年３月３１日時点）

（厚生労働省医政局調べ）

第１８６５号 平成２５年４月１５日 （４）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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耐震化の進捗状況

○公立小中学校施設の耐震化率：84.8％
（平成24年４月現在）

○公立小中学校の耐震化率の設置者分布
（平成24年４月現在）

○耐震化の進捗状況（公立小中学校）

※宮城県及び福島県の一部は除く。

公立中学校
耐震化率84.8％
（H24年４月現在）

今後、約１万９千棟の耐震化が必要

24年度当初予算執行後の残棟数
約１万３千棟（耐震化率約90％）

耐震化率

100％ 750 42.1％

54.2％

3.7％

965

65

50％～100％未満

50％未満

設置者数 割合

10万棟 100％

84.8%

80.3%

73.3%

67.0%

62.8%

58.6%

54.7%

51.8%
49.1%

46.6%

耐震化が必要な棟数
25年度予算執行後は、
耐震化率は約94％

平成２７年度までの平成２７年度までの
できるだけ早い時期できるだけ早い時期
に耐震化を完了させに耐震化を完了させ
る目標を示している。る目標を示している。

平成２７年度までの
できるだけ早い時期
に耐震化を完了させ
る目標を示している。

耐震化率

40％

50％

60％

70％

80％

90％

9万棟

8万棟

7万棟

6万棟

5万棟

4万棟

3万棟

2万棟

1万棟

調査年 15年4月 16年4月 17年4月 18年4月 19年4月 20年4月 21年4月 22年4月 23年4月 24年4月

耐
震
化
が
必
要
な
棟
数

⇒　耐震化率は『約94％（残棟数　約８千棟）』まで
進捗する見込み

※平成24年度補正予算事業完了後の耐震化率は約93％

25年度予算案では、平成27年度までの早期耐震化完了に向け、
平成24年度補正予算案等での対応と合わせて、約5,000棟の耐
震化に必要な予算を確保

【
４
面
か
ら
続
く
】

６
�
雇
用
対
策

地
域
の
雇
用
対
策
と
し
て
、
産

業
政
策
と
一
体
と
な
っ
た
雇
用
創

造
へ
の
支
援
に
抜
本
的
な
強
化
が

講
じ
ら
れ
る
。
都
道
府
県
向
け
に

「
戦
略
産
業
雇
用
創
造
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
」
が
創
設
さ
れ
、
製
造
業
な

ど
戦
略
産
業
を
対
象
と
し
、
良
質

で
安
定
的
な
雇
用
機
会
の
創
出
が

図
ら
れ
る
。
厚
生
労
働
省
は
２５
年

度
予
算
と
し
て
４１
億
円
を
計
上
し

て
い
る
。
２４
年
度
補
正
予
算
で
も

地
域
の
雇
用
創
出
と
し
て
１
０
０

０
億
円
が
措
置
さ
れ
た
。

若
年
者
の
雇
用
に
対
し
て
は
、

大
学
な
ど
の
新
卒
者
・
既
卒
者
に

対
す
る
就
職
支
援
の
推
進
を
図
る

た
め
、
対
前
年
度
比
６９
億
３
２
０

０
万
円
増
の
２
５
９
億
８
０
０
０

万
円
が
計
上
さ
れ
た
。
大
学
等
へ

の
ジ
ョ
ブ
サ
ポ
ー
タ
ー
の
相
談
窓

口
設
置
、
出
張
相
談
の
強
化
な
ど

が
図
ら
れ
る
。
こ
の
ほ
か
新
規
事

業
と
し
て
、
若
者
と
中
小
企
業
と

の
マ
ッ
チ
ン
グ
の
強
化
に
２
億
７

１
０
０
万
円
が
計
上
さ
れ
た
。

７
�
社
会
福
祉
施
策

「
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社

会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た

め
の
法
律
」
が
２４
年
６
月
に
成
立

し
た
。
同
法
は
一
部
条
文
を
除

き
、
２５
年
４
月
１
日
か
ら
既
に
施

行
さ
れ
て
い
る
。
障
害
者
総
合
支

援
法
に
よ
り
、
地
域
社
会
に
お
け

る
共
生
の
実
現
に
向
け
た
障
害
福

祉
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
な
ど
、
障
害

者
の
日
常
生
活
や
社
会
生
活
が
総

合
的
に
支
援
さ
れ
る
。
▽
重
度
訪

問
介
護
の
対
象
拡
大
▽
共
同
生
活

介
護
（
ケ
ア
ホ
ー
ム
）
の
共
同
生

活
（
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
）
へ
の
一

元
化
▽
地
域
移
行
支
援
の
対
象
拡

大
▽
地
域
生
活
支
援
事
業
の
追
加

―
が
図
ら
れ
る
こ
と
と
な
る
。

８
�
環
境
保
全
施
策

新
規
施
策
と
し
て
▽
低
炭
素
価

値
向
上
に
向
け
た
社
会
シ
ス
テ
ム

構
築
支
援
基
金
�
７６
億
円
▽
エ
ネ

ル
ギ
ー
起
源
Ｃ
Ｏ
２

排
出
削
減
技

術
評
価
・
検
証
事
業
費
�
２５
億
８

０
０
０
万
円
▽
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
導
入
に
向
け
た
系
統
整
備
等

調
査
事
業
�
３
億
円
▽
地
熱
開
発

加
速
化
支
援
・
基
盤
整
備
事
業
�

２
億
５
０
０
０
万
円
―
な
ど
が
２５

年
度
環
境
省
予
算
に
計
上
。
基
金

で
は
「
交
通
体
系
」
「
災
害
時
等

対
応
型
の
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
施
設

等
」
「
次
世
代
型
社
会
イ
ン
フ
ラ

備
」
の
整
備
に
当
た
り
、
低
炭
素

価
値
向
上
を
目
的
と
し
た
モ
デ
ル

・
実
証
事
業
へ
国
が
支
援
す
る
。

９
�
文
教
施
策

公
立
学
校
施
設
整
備
費
と
し
て

６
０
３
億
３
０
０
０
万
円
が
２５
年

度
文
部
科
学
省
予
算
と
し
て
計
上

さ
れ
、
対
前
年
度
比
２４
億
９
４
０

０
万
円
の
増
額
確
保
と
な
っ
た
。

子
ど
も
の
学
習
・
生
活
の
場
で
あ

る
と
同
時
に
、
災
害
時
に
は
地
域

住
民
の
応
急
避
難
所
と
し
て
活
用

さ
れ
る
学
校
施
設
の
耐
震
化
な
ど

が
推
進
さ
れ
る
。
「
公
立
学
校
施

設
の
耐
震
化
及
び
老
朽
化
対
策
の

推
進
」
も
図
ら
れ
、
対
前
年
度
比

２４
億
９
４
０
０
万
円
増
の
１
２
７

０
億
７
５
０
０
万
円
が
計
上
さ
れ

た
。
２４
年
度
補
正
で
も
約
１
８
８

４
億
円
が
措
置
さ
れ
て
い
る
。

業
�
認
知
症
高
齢
者
グ
ル
ー
プ
ホ

ー
ム
等
防
災
改
修
等
支
援
事
業
�

介
護
な
ど
の
サ
ポ
ー
ト
拠
点
に
対

す
る
支
援
―
な
ど
７
つ
。
２４
年
度

経
済
危
機
対
応
・
地
域
活
性
化
予

備
費
で
�
の
事
業
で
は
３
４
１
億

円
、
�
の
事
業
で
は
５０
億
円
、
�

の
事
業
で
は
５
億
円
、
そ
れ
ぞ
れ

既
に
措
置
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、

�
の
事
業
は
２３
億
円
が
２５
年
度
予

算
に
計
上
さ
れ
て
い
る
。

５
�
少
子
化
対
策
等

子
ど
も
・
子
育
て
施
策
の
所
管

を
一
本
化
す
る
よ
う
求
め
た
結

果
、
２４
年
８
月
１０
日
に
成
立
し
た

「
子
ど
も
・
子
育
て
３
法
」
の
う

ち
、
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
の

事
務
は
内
閣
総
理
大
臣
が
主
た
る

責
任
を
有
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

企
画
立
案
か
ら
執
行
ま
で
は
一
元

的
に
内
閣
府
が
所
管
す
る
。

子
育
て
世
代
へ
の
支
援
で
は
税

制
上
の
支
援
と
し
て
、
教
育
資
金

の
一
括
贈
与
に
係
る
贈
与
税
が
２５

年
度
か
ら
非
課
税
化
さ
れ
る
。
子

や
孫
な
ど
に
対
し
祖
父
母
が
教
育

資
金
を
一
括
贈
与
し
た
場
合
、
贈

与
税
が
非
課
税
と
さ
れ
る
。
２７
年

末
ま
で
の
時
限
措
置
。

こ
の
ほ
か
妊
婦
健
診
費
用
へ
の

財
政
措
置
が
恒
久
化
さ
れ
、
財
政

措
置
が
拡
充
さ
れ
た
。

〈
Ｈ
２４
年
度
〉

（
都
道
府
県
基
金
）

〈
全
額
国
費
で
達
成
〉

基
金
補
助
金
５０
％

（
市
町
村
）

普
通
交
付
税１００

％

（
市
町
村
）

普
通
交
付
税
１００
％

〈
Ｈ
２５
年
度
〉

（
市
町
村
）

普
通
交
付
税

１００
％

○
妊
婦
健
診
費
用
へ
の
財
政
措
置

９
回
分

１４
回
分

５
回
分

（５） 平成２５年４月１５日 第１８６５号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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人
2,762人
（12.6％）

2,752人
（12.9％）
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（％）は、全市区議員数に占める女性の割合

平成20年

表② 女性市区議会議員数の推移
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総
務
省
が
３
月
２７
日
に
公
表
し

た
「
地
方
公
共
団
体
の
議
会
の
議

員
及
び
長
の
所
属
党
派
別
人
員
調

等
」
を
紹
介
す
る
。
こ
の
調
査
は

２４
年
１２
月
３１
日
現
在
時
点
で
、
在

職
者
に
係
る
各
々
の
立
候
補
届
け

出
時
の
所
属
党
派
に
よ
る
も
の
。

本
紙
で
は
特
に
市
区
議
会
議
員
の

所
属
党
派
に
焦
点
を
当
て
、
調
査

結
果
の
概
要
を
掲
載
す
る
。

な
お
、
総
務
省
で
は
地
方
公
共

団
体
の
所
属
党
派
調
と
合
わ
せ
、

２４
年
中
に
お
け
る
地
方
公
共
団
体

の
議
会
の
議
員
、
長
の
選
挙
執
行

件
数
な
ど
も
公
表
し
て
い
る
。
一

般
選
挙
の
執
行
件
数
は
５
５
１

件
。
う
ち
市
区
議
会
議
員
選
挙
の

一
般
選
挙
の
執
行
件
数
は
７２
件
と

な
っ
て
い
る
。
月
別
の
市
区
議
会

議
員
一
般
選
挙
の
執
行
件
数
を
み

る
と
、
４
月
が
２４
件
と
最
多
。
次

い
で
１０
月
の
１３
件
、
１１
月
の
１０
件

と
続
く
�
詳
細
は
総
務
省
Ｈ
Ｐ

（
報
道
資
料
一
覧
）
参
照
。

議議
員員
定定
数数
１１
２２
７７
人人
のの
減減

市
区
議
会
議
員
数
の
定
数
合
計

は
２４
年
１２
月
で
２
万
４
６
１
人
。

２３
年
は
定
数
合
計
２
万
５
８
８
人

だ
っ
た
た
め
、
定
数
は
１
２
７
人

の
減
少
と
い
う
結
果
と
な
っ
た
。

な
お
、
定
数
合
計
の
う
ち
欠
員
は

３
３
２
人
。

議議
員員
のの
６６３３
％％
はは
無無
所所
属属

所
属
党
派
を
み
る
と
�
表
�
�

２４
年
１２
月
の
段
階
で
は
、
公
明
党

が
２
３
０
７
人
と
最
多
と
な
っ

た
。
次
い
で
日
本
共
産
党
が
１
８

４
７
人
、
自
由
民
主
党
が
１
６
０

９
人
、
民
主
党
が
９
４
０
人
と
続

く
結
果
と
な
っ
た
。

２３
年
と
比
較
す
る
と
、
自
民
党

は
２２
議
席
の
増
加
。
公
明
党
は
同

議
席
数
を
獲
得
し
、
民
主
党
は
議

席
数
を
４８
減
ら
し
た
。
こ
の
ほ
か

２４
年
か
ら
新
た
に
、
日
本
維
新
の

会
が
８
議
席
獲
得
す
る
な
ど
勢
力

分
布
に
若
干
の
変
動
が
あ
っ
た
。

な
お
、
無
所
属
は
２３
年
と
比
べ
１

７
６
人
減
の
１
万
２
６
１
５
人
で

全
体
の
６２
・
７
％
を
占
め
る
。

市市
区区
議議
１１３３
・・
４４
％％
がが
女女
性性

２４
年
を
含
め
、
過
去
５
年
間
に

わ
た
る
全
国
の
女
性
市
区
議
会
議

員
の
推
移
を
取
り
ま
と
め
た
の
が

表
�
と
な
っ
て
い
る
。

２４
年
中
の
女
性
市
区
議
会
議
員

は
２
６
９
６
人
と
い
う
結
果
。
２３

年
と
比
べ
２０
人
減
少
し
た
も
の

の
、
市
区
議
会
議
員
全
体
に
占
め

る
割
合
は
１３
・
４
％
と
な
り
、
０

・
１
ポ
イ

ン
ト

増
加
し
た
。
女
性
市
区
議

会
議
員
の
占
め
る
割
合
は
年
々
増

加
傾
向
と
な
っ
て
い
る
。

所
属
党
派
別
で
は
、
日
本
共
産

党
が
６
８
９
人
と
最
多
。
次
い
で

公
明
党
が
６
８
５
人
、
民
主
党
が

１
５
０
人
と
続
く
。
無
所
属
に
つ

い
て
は
８
８
０
人
と
な
っ
た
ほ

か
、
新
た
に
議
席
を
獲
得
し
た
日

本
維
新
の
会
は
２
人
と
な
っ
た
。

２４年末

無無
所所
属属
市市
区区
議議
がが
全全
体体
のの
６６２２
・・
７７
％％

地
方
議
会
議
員
の
所
属
党
派
調
査
―
総
務
省

▼
議
長

▽
北
九
州

三
原
征
彦（
２
・
２５
）

▽
我
孫
子

茅
野

理（
２
・
２７
）

▽
香
取

林

幸
安（
２
・
２７
）

▽
今
治

平
田
秀
夫（
３
・
１
）

▽
大
野

松
原
啓
治（
３
・
４
）

▽
前
橋

岡
田
行
喜（
３
・
４
）

▽
渋
川

入
内
島
英
明（
３
・
４
）

▽
輪
島

漆
谷
豊
和（
３
・
５
）

▽
西
東
京

佐
々
木
順
一
（
３
・
５
）

▽
各
務
原

神
谷
卓
男（
３
・
６
）

▽
御
坊

森
上
忠
信
（
３
・
８
）

▼
副
議
長

▽
北
九
州

桂

茂
実（
２
・
２５
）

▽
都
城

榎
木
智
幸（
２
・
２５
）

▽
我
孫
子

内
田
美
恵
子
（
２
・
２７
）

▽
香
取

宇
野

功（
２
・
２７
）

▽
豊
後
高
田

山
本
博
文
（
２
・
２７
）

▽
下
関

林

透（
２
・
２８
）

▽
丸
亀

内
田
俊
英（
３
・
１
）

▽
今
治

中
村
卓
三（
３
・
１
）

▽
大
野

兼
井

大（
３
・
４
）

▽
前
橋

石
塚

武（
３
・
４
）

▽
渋
川

吉
田
利
治（
３
・
４
）

▽
各
務
原

梅
田
利
昭（
３
・
６
）

▽
国
東

堀
田
一
則（
３
・
７
）

▽
御
坊

村
上
宗
�
（
３
・
８
）

▼
事
務
局
長

▽
三
笠

清
水
光
一（
１０
・
４
）

▽
山
県

竹
村
勇
司（
１１
・
５
）

▽
草
津

中
野
和
彦（
１１
・
２７
）

▽
対
馬

神
宮
満
也（
１
・
１
）

表① 市区議会議員の所属党派別人員調

平成２３年１２月

％

（１１．３）

（９．２）

（７．８）

（４．９）

（１．４）

（１．１）

（０．０）

（０．０）

（０．０）

（０．０）

（１．４）

（６２．９）

（１００．０）

人

※構成比（％）は、小数点以下第２位を四捨五入

人

２，３０７

１，８７４

１，５８７

９８８

２８７

２１４

０

５

６

２

２９０

１２，７９１

２０，３５１

２３７

２０，５８８

平成２４年１２月

％

（１１．５）

（９．２）

（８．０）

（４．７）

（１．４）

（１．１）

（０．０）

（０．０）

（０．０）

（０．０）

（１．５）

（６２．７）

（１００．０）

人

人

２，３０７

１，８４７

１，６０９

９４０

２８２

２１４

８

５

２

１

２９９

１２，６１５

２０，１２９

３３２

２０，４６１

党 派

公 明 党

日本共産党

自由民主党

民 主 党

社会民主党

みんなの党

日本維新の会

新 党 大 地

たちあがれ日本

国 民 新 党

諸 派

無 所 属

計

欠 員

定 数 合 計

議議
会会
人人
事事
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